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△

死亡後に納期の到来する固定資産税と債務控除

Q:父が今年の3月に死亡しました。その

父が所有していた不動産の固定資産税の納税

通知書が送られてきたのですが、納期は5月、

7月、10月、来年1月の各末日となってい

ます 。

このように、死亡後に納期の到来する固定

資産税も相続税の債務控除の対象になります

か。

A:債務控除の対象になります。

【解説】

道府県民税、固定資産税及び市町村民税の

ように地方税法に賦課期日の定めのある地方

税については、その賦課期日において納税義

務が確定したものとして取り扱うものとされ

ています。

したがって、この賦課期日後に相続の開始

があった場合には、その賦課期日に係る固定

資産税等については、納期が未到来のもので

あ
す

~つ

◎

ても、債務として控除することができま

固定資産税の賦課期日は、その年度の初日

の属する年の1月1日とされていますので、

ご質問に係る固定資産税は本年1月1日にそ

の納税義務が確定したものとして取り扱われ、

全額を相続税の債務控除の対象とすることが

できることになります。
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